様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　2024年　3月　12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）こんぴゅーとろんかぶしきかいしゃ 
一般事業主の氏名又は名称 コンピュートロン株式会社
（ふりがな）いまい まなぶ   
（法人の場合）代表者の氏名  今井 学    印   
住所　〒103-0023 東京都中央区日本橋本町4-8-14
東京建物第3室町ビル
法人番号　8070001001256　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進


	公表日
	　2021年　12月　23日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html
DX推進 - DXへの取り組み

	記載内容抜粋
	■DXへの取り組み
当社は社会変化に伴うITニーズを踏まえた事業領域へチャレンジし、「DX」実現のために必要な最先端のデジタル技術(CAMBRIC)を駆使する創造力豊かな企業への進化を目指します。そして社会と顧客の課題解決とSociety 5.0の創造・建設を実現します。
経営ビジョン実現のため、Society 5.0 for SDGsのキーワードと当社の強みを組み合わせた事業を戦略の軸とします。
当社の基盤となっている「ITサービス・システム開発」については、数多くの開発に携わった知見を活かし事業の拡大を加速させるとともに、各事業領域で培った業務知識や専門技術に新技術要素を取り込み、AIやIoT等を活用したソリューションの提案、DXを推進します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年12月20日　取締役会議にて承認




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 DX推進
2 組織図
3 ITサービス
4 ソリューション
5 研究開発

	公表日
	①～⑤ 2021年　12月　23日(公表日)
④ 2023年　 3月　 2日(一部更新)

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html
DX推進 - DX戦略と指標
2 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/corporate/organization.html
組織図
3 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/system/index.html
ITサービス
4 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/product/index.html
ソリューション
5 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/randd.html
研究開発

	記載内容抜粋
	■DX戦略と指標
「DX」の実現・推進のため5つの事業ごとに「自社プロダクト＆ソフトウェアパッケージ(IoT スターターキット、アナログメーター読取システム、i-Reporter等)」を使ったソリューション提案を行い、新規事業領域を創出します。
■研究開発
研究開発分野へも投資しIoT スターターキット、アナログメーター読取システム等以外にもIoT、AIを中心とした研究開発を行い、POCから製品化まで新事業の創出に取り組んでいます。また、産学官連携では大学などの教育機関と共同研究開発を積極的に行い、新たな価値観を生み出すソリューションセリングに向けた最先端技術の取得を行います。豊富な研究開発実績を持って今後も新たな分野に挑戦していきます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①～⑤ 2021年12月20日　取締役会議にて承認
④ 2023年2月20日　経営会議の承認に基づき更新



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	[組織・体制]
1 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/corporate/organization.html
組織図
2 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html
DX推進 - DX推進の体制
[人材の育成・確保]
3 当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html
DX推進 - DX戦略と指標

	記載内容抜粋
	[組織・体制]
■DX推進の体制
「DX」の実現・推進する体制として「DX推進部」を設置、各部門と連携
[人材の育成・確保]
■DX戦略と指標
「事業領域改革を推進する人材の育成、風土改革」などの基盤構築のため、下記項目に取り組みます。
・技術教育や人材育成、eラーニングの利用環境を整備



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html
DX推進 - DX戦略と指標

	記載内容抜粋
	■DX戦略と指標
DX戦略を効率的・効果的に推進していくためには、当社において「事業領域改革を推進する人材の育成、風土改革」や「最新技術を積極的に取り入れた業務改革」などの基盤構築が重要となります。その基盤構築についてはDX推進部が中心となり下記項目に取り組みます。
・社内でのIT技術を活用した環境を整備
・業務環境のオンライン化や業務プロセスのデジタル化を推進
・技術教育や人材育成、eラーニングの利用環境を整備
・AIやIoT等を活用したプロダクトやソリューションのプロモーション



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	DX推進


	公表日
	　2021年　12月　23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html 
DX推進 - DX戦略と指標

	記載内容抜粋
	■DX戦略と指標
DX戦略を達成するための計画／重点事項として下記指標を定めて、達成状況を管理します。
・eラーニング、外部／内部研修の受講時間
・展示会出展日数



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2024年　1月　29日


	発信方法
	当社オフィシャルホームページ
https://www.computron.co.jp/initiative/dx.html
DX推進 - 代表取締役社長 DX推進メッセージ

	発信内容
	代表取締役社長から下記指標の達成状況とメッセージを発信しています。
・eラーニング、外部／内部研修の受講時間
・展示会出展日数

[発信内容の概要]
■代表取締役社長 DX推進メッセージ
当社はDXの推進にあたり、2022年度は約11,500時間(前々年比で約2.5倍増)に及ぶ研修を実施し先端IT技術者の育成に努めました。
　2022年度の展示会の出展日数は17日であり、グループ会社と共同で参加した展示会を含めると累計25日となりました。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　2023年　12月中旬頃　～　2024年　1月中旬頃

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を用いて、総括責任者のリーダーシップのもと自己診断に取り組んだ。
「DX推進指標自己診断フォーマット」に自己診断結果を記入したものを提出します。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　2005年　10月頃　～　継続中
  初版制定後　継続的に改版

	実施内容
	・「情報セキュリティ基本方針」を2005年10月1日に制定実施
・「情報セキュリティ基本方針」に基づき、以下の情報セキュリティ対策規程を設け、対策を実施
(1)機密情報管理規程
(2)社内ネットワーク利用規程
(3)セキュリティ教育・監査規程
(4)個人情報適正管理規程
(5)個人情報保護管理規程
(6)特定個人情報取扱規程
・情報セキュリティ対策規程の中でセキュリティ監査について定め実施
[運用]
・セキュリティ状況調査票で監査(1回/年)
・情報セキュリティ教育(2回/年 全従業者）
[資格保有]
情報処理安全確保支援士：8名
情報セキュリティマネジメント：14名
情報セキュリティスペシャリスト：7名
[プライバシーマーク取得]
第11820717号



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

